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１．はじめに
　近年、ワーク・ライフ・バランスを実現した
多様な働き方の推進や長時間労働是正のため、
働き方改革が求められています。昨年度当調査
会が発行した「多様化する働き方を踏まえた職
場づくりに関する調査研究報告書」（以下「報
告書」という。）では、職員の意識改革を目指
した職場づくりのあり方を中心に、様々な取組
を提示しました。
　本稿では、そのなかでも効率的な会議運営に
焦点を当て、各職場において参考となるよう、
具体的な取組方策を提示します。なお、本稿に
おける「会議」とは、全庁的な会議のみならず、
部署や係、担当者単位での打合せも含みます。

２．なぜ「効率的な会議運営」なのか
　年々自治体の業務は増加し、職員数は制限さ
れる傾向にあります。そのような中、自治体に
おける働き方改革は必要不可欠な取組と言えま
す。そのため、仕事の質を落とさず、時間外勤
務を含めた業務時間を削減し、効率化を図るこ
とで、住民福祉の向上につなげる必要があります。
　しかし、取組状況は自治体によって様々です。
報告書における多摩・島しょ地域自治体アンケ
ートでは、多様な働き方の推進に向けて実施し
ている取組として、「業務の簡素化・効率化」を
挙げた自治体は38.9％に留まっています（図表
１）。
　また、職員アンケート等の結果、「多様な働き
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明らかにすることを目的に実施しています。

自治体における効率的な会議運営の取組方策について
～まずはここから！今日からできるムダ削減～

調査部研究員　　白坂　奈往

方の実現に向けた取組の効果が実感されておら
ず、業務の負担感が増加している」（報告書P49）
ということが明らかとなりました。その理由と
して、取組を推進する意識や取組を進めやすい
環境が整っていないこと等が挙げられています。
そのため、意識改革を進める取組として、まず
は効率的な会議運営に取り組むことが有効と考
えられます。なぜなら、効率的な会議運営を進
めることは、実施手法によって、以下のような
効果が期待されるためです。
●  取組結果を客観的な数字で示すことができ、

職員が効果を実感しやすい
●  市民や事業者との調整が不要で、すぐに取

り組め、早期に結果を出すことができる
●  設備投資等が不要で、コストを純減させる

ことができる
●  会議の効率化だけでなく、健康増進効果な

ど、複数の効果が期待できる。
　なお、留意すべき点として、単純に会議時間
を短くすれば良い訳ではない、ということが挙
げられます。会議の参加者全員が目的を共有し、
必要最小限の時間で目的を達成するための工夫
を実施することが、必要な「効率化」です。
　これから、３自治体の事例をもとに、自治体
が実施すべき効率的な会議運営の方策について
検討していきたいと思います。

３．事例紹介
（1）「会議運営マニュアル ～効率的な会議のた
めに～」を作成（島根県浜田市）
　まず、浜田市の効率的な会議運営のためのマ
ニュアルに関する取組をご紹介します。統一的
な方針を定めることで、取組の加速を促してい
ます。
■ 行財政改革実施計画に定められた取組
　平成25年に作成した「会議運営マニュアル」
では、会議設定前や準備段階でのチェック項目
について、参考事例等と併せて紹介しています。
これは『浜田市行財政改革大綱』に基づく『浜
田市行財政改革実施計画（経営改革プラン）』（平
成23年３月）における「215_会議のあり方見直

し」に定められた取組です。
　浜田市では平成17年10月の合併以降、本庁・
支所の職員による会議が多く開催されており、
市域が広がったことによる移動時間等の非効率
的な部分があったことが、会議運営について見
直す契機となりました。
■ 全庁アンケートを実施
　平成25年度のマニュアル作成の準備として、
平成23～24年度に先進事例調査や全庁アンケー
トを行い、各課の会議実施状況や認識している
課題を確認しました。
■ 市民参加の委員会を通して策定
　マニュアル作成にあたり、推薦や公募で選ば
れた市民で構成される「行財政改革推進委員会」
からの意見を反映しました。課題であった職員
の移動時間の削減では、テレビ会議等の導入に
ついて意見があり、他自治体の事例をマニュア
ルに掲載しました。平成29年度には、テレビ会
議システムを導入し、本庁・支所間の業務の効
率化に役立てています。
■ �会議開催者側だけでなく、参加者の心得も
記載

▼図表 2　浜田市「会議運営マニュアル」（一部抜粋）

▼図表 １　多様な働き方の推進に向けて実施している取組（MA、ｎ＝5４）
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